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高齢化と雇用・賃金の展望

〔要　　　旨〕

１　労働力人口は1998年の6,793万人をピークに減少に転じている。これは，採用抑制など

景気低迷だけでなく，少子化により年齢が低いほど人口が少なくなる人口構造も影響して

いる。

２　労働力人口の試算では，今後10年間，毎年20～40万人が減少していく結果となった。

2010年には6,467万人，15年には6,261万人となると予想される。

３　労働力人口の減少に対し，企業は高年齢労働者の活用を試みると思われる。また，04年

６月の高齢者雇用安定法の改正により，企業は定年の引上げ，継続雇用制度の導入など65

歳までの雇用の確保を義務付けられたことも高年齢労働者の雇用を拡大するとみられる。

ただし，急激な高年齢労働者の増加は賃金を上昇させるおそれがある。

４　多くの企業は，定年を理由として，高年齢労働者の雇用・賃金調整を行ってきた。企業

は高年齢労働者の雇用を確保することに努めつつも，雇用・賃金調整を行うシステムを何

らかの形で残すと思われる。

５　今後10年間は人口減少を前提とした雇用のあり方の構築について様々な試みを行う準備

期間ととらえることができるのではないだろうか。
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企業は新規採用を永らく抑制してきた

が，近年採用に前向きになってきている。

この企業の雇用に対する態度の変化は，IT

バブル崩壊後のリストラによる過剰雇用の

解消，2002年１～３月以来続く景気回復，

07年から始まる団塊世代の大量退職など生

産可能年齢人口（15～64歳までの人口）の

減少速度の増大を見越した人材確保意欲が

相まって生じているようである。

その一方，株の持ち合いの解消，ものを

いう投資家の台頭，企業買収・合併の活発

化など企業の収益性向上を求める圧力は増

すことはあれ，衰えることはない。企業は

若年人口減少下において人件費を抑制しつ

つ，労働力を確保し活用するという新たな

課題に直面している。

このようななか，高齢者の労働力をどう

生かすかということが改めて注目されてき

ている。高年齢労働者の雇用について，一定

の労働力確保と人件費の抑制という２つの

相反する目的を満たすために，企業は今後

どのような措置を講ずればいいのだろうか。

本稿では，労働供給の変化とその今後の

動向を展望した後，高年齢労働者に焦点を

当て，その動向や賃金への影響について分

析した。

（１） 労働力人口減少の背景

04年現在，15歳以上の人口はほぼ横ばい

に近い増加基調を保っている。しかし，経

済活動において核となる層である生産可能

年齢人口は95年から減少している。

労働供給を考える上で，最も基本的な概

念である労働力人口についても見てみよ

う。この労働力人口は，15歳以上の完全失

業者数と就業者数を足したもので，簡単に

いうと，15歳以上で，①現に働いている

人々（就業者）と，②働く意志があり仕事

探しをしている人々（完全失業者）の数を

足したものである。就業者は，自営業主，

その家族従業者，そして（企業などに雇わ

れて働く）雇用者から構成される。この労

働力人口は，98年の6,793万人をピークに

99年から６年連続して減少している。その

一方，雇用者数については90年代後半から
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働力化率は04年には60.4％に低下した。年

齢別には，15～24歳，60～64歳，65歳以上

の層で労働力化率低下が顕著に進んでい

る。これは，若年層の高学歴化，小売業な

ど自営業主の廃業→引退，雇用者の退職→

引退の動きが定着してきたこと，企業の採

用抑制やリストラによる求職意欲の喪失な

どが背景にあると見られる。

また，労働力化率の低い層（例えば，65

歳以上の層）が15歳以上の人口に占める割

合が増えていくこと自体も労働力化率を低

下させる。つまり，15歳以上の人口だけで

なく，人口ピラミッドの形状が労働力人口

に影響を与えるのである。このことを考慮

し（1）式をさらに細かくすると，

労働力人口＝15歳以上の人口×Σ

（各年齢層の人口構成比率

×各年齢層の労働力化率）･･･（2）

となる。（（2）の各年齢層の人口構成比率が

人口ピラミッドの形状を表すものである。）

この関係を利用し，労働力人口の前年差

を，①人口変化，②年齢構成変化，③労働

力化率変化（年齢構成による影響を除いたも

の）に分けてみると，以下のようなことが
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横ばいで推移している（第１図）。自営業

主やその家族従業者の減少により，04年現

在，就業者の84.6％が雇用者という状況と

なっている。このように労働力人口と雇用

者の動きは必ずしも一致するわけではない

が，労働供給の基礎として労働力人口を以

下の式のように分解し，その動向の背景を

探ってみよう。

労働力人口＝15歳以上の人口×労働力化率･･（1）

これは，労働力人口を，①15歳以上の人

口，②その人口のうち何割が就業者もしく

は完全失業者であるかということを表す労

働力化率を用いて表したものである。

第１表にあるように労働力化率は，90年

代後半から低下傾向にあり，労働力人口を

減少させている。90年に63.3％であった労

資料　第１図に同じ�

第１表　労 働 力 化 率�

１９７０年�
７５�

８０�
８５�

９０�
９５�

００�
０４�

６５．４�
６３．０�

６３．３�
６３．０�

６３．３�
６３．４�

６２．４�
６０．４�

総数�

３２．５�
２１．１�

１７．９�
１７．０�

１８．０�
１７．０�

１７．５�
１６．３�

１５～１９�
歳�

７５．６�
７１．１�

６９．８�
７１．０�

７３．４�
７４．１�

７２．８�
６８．８�

２０～２４�

７１．２�
７０．１�

７２．７�
７５．２�

７９．０�
８１．７�

８３．２�
８４．３�

２５～２９�

７２．９�
７１．０�

７３．０�
７３．８�

７４．８�
７５．９�

７７．７�
７９．３�

３０～３４�

７７．７�
７６．０�

７７．９�
７８．８�

８０．２�
７９．４�

７９．８�
７９．７�

３５～３９�

８０．１�
７８．９�

８０．８�
８２．７�

８３．６�
８３．８�

８３．７�
８３．８�

４０～４４�

７８．６�
７９．２�

８０．５�
８２．５�

８４．３�
８４．５�

８４．７�
８４．９�

４５～４９�

７５．６�
７５．１�

７７．４�
７８．０�

８０．７�
８２．０�

８２．３�
８２．０�

５０～５４�

６８．６�
６７．８�

６８．９�
７０．０�

７２．７�
７５．２�

７６．１�
７６．３�

５５～５９�

５９．２�
５６．９�

５５．９�
５３．７�

５５．５�
５６．７�

５５．５�
５４．７�

３１．８�
２７．９�

２６．３�
２４．３�

２４．３�
２４．５�

２２．６�
１９．８�

４５．８�
４２．５�

４０．９�
３９．２�

３９．３�
３９．８�

３７．５�
３４．４�

６５～６９�

２２．１�
１８．６�

１７．４�
１６．８�

１６．５�
１６．３�

１５．５�
１３．６�

７０以上�６０～６４�６５以上�

（単位　％）�

資料　総務省「労働力調査」�

６，８００�
（万人）�

８，８００�
（万人）�

６，３００� ８，７００�

５，８００� ８，６００�

５，３００� ８，５００�

４，８００� ８，４００�
９０年�９２�９４�９６�９８�００�０２�０４�

第1図　労働力人口の推移�

１５～６４歳の人口（右目盛）�
労働力人口�

雇用者数�



わかる（第２図）。

人口変化は労働力人口の増加要因となっ

ているものの，年齢構成変化と労働力化率

変化は労働力人口の減少要因となってい

る。労働力化率変化は98年から減少要因と

なっており，これは景気低迷による求職意

欲喪失も反映している可能性がある。

少子高齢化の影響を如実に表しているの

が，人口変化と年齢構成変化である。人口

変化は人口増を反映して増加要因ではある

が少子化によりプラス幅は縮小傾向にあ

る。一方，年齢構成変化によるマイナス幅

は高齢化の加速とともに拡大傾向にある。

（２） 少子高齢化の進展と労働力人口

では今後，労働力人口はどのように推移

するであろうか。先程の（2）式の考え方を

用い，試算してみよう。将来の人口動態に

ついては，02年の国立社会保障人口問題研

究所の将来推計人口（中位統計）を使った。
（注１）

また，各年齢層の労働力化率は04年と同じ

とした（04年は労働市場に景気回復の効果が

波及している途中であり，労働力化率は依然

として低く，算出される労働力人口は過少推

計になる可能性がある）。

この試算によると，以下のことがわかる

（第３図）。人口変化は10年まで労働力人口

の増加要因である。ただし，その増加幅も

年間10万人に至らない。11年からは，減少

要因となり，マイナス幅は年々大きくなる。

一方，年齢構成変化は，15年ごろまで年間

20～40万人単位の減少要因として働く。

この結果，労働力人口は，10年は6,467

万人，15年に6,261万人に減少する。04年

において雇用者は労働力人口の80.6％に相

当していたが，この比率をそのまま用いる

と雇用者は10年には5,214万人，15年には

5,048万人となる。

04年12月調査の日銀「短観」の雇用過剰

感は，全規模全産業で過不足なしを示す０

であった。これから，04年10～12月期の労

働力人口（季節調整値）である6,618万人を

基準としてみると06年には早くもこの水準

を下回り（04年10～12月期の雇用者数〈季節

調整値〉5,346万人を基準とすると05年），10

年は151万人（雇用者ベースでは132万人），

15年は357万人（同298万人）のマイナスと

なる。
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人口変化�

資料　総務省「労働力調査」, 国立社会保障人口問題研究
所「将来推計人口（中位推計）」�

１５０�
（万人）�

１００�

５０�

０�

△５０�

△１００�
９０�
年�

第2図　労働力人口変化（前年差）�

年齢構成変化�
労働力化率変化�

９２� ９４� ９６� ９８� ００� ０２� ０４�

労働力人口（前年差）�

試算値�
（労働力化率は０４年から変化なしとした）�

労働力人口（右目盛）�

資料　第３図に同じ�

４０�
（万人）�

６，８００�
（万人）�

２０� ６，７００�
０� ６，６００�

△２０� ６，５００�
△４０� ６，４００�
△６０� ６，３００�
△８０� ６，２００�
△１００� ６，１００�

００�
年�

０５�

第3図　労働力人口推計�

１０� １５�

人口変化�
年齢構成変化�
労働力化率変化�



（注１）過去の実績において，中位推計より低位推
計の方が現実に近いという指摘がある。

（１） 継続雇用

今後，若年人口が減少に向かうなかで，

女性とともに高齢者の就業が期待されてい

る。86年制定の高齢者雇用安定法で60歳定

年を事業主の努力義務としたことにより，

90年代において50～59歳層の労働力化率が

上昇した（前掲第１表）。04年６月の高齢者

雇用安定法の改正や団塊世代の大量退職に

備えて企業が高齢者を継続雇用する動きが

出てきたことは，60～64歳層の労働力化率

を上昇させる可能性がある。

ただし，企業にとっては定年を理由に高

年齢労働者の雇用・賃金調整を
（注２）

行ってきた

側面もあり，一律な定年年齢の引上げによ

る急激な高年齢労働者の増加はかえって企

業の負担増となる恐れがある。以下では，

高年齢の労働者が人件費に与える影響につ

いて分析してみたい。

（注２）企業があらかじめ高年齢労働者に定年後の
雇用・賃金条件を提示して選択させる場合も雇
用・賃金調整と考えた。

（２） 高年齢労働者の動向

第４図は04年の厚生労働省「賃金構造基

本調査」から一般労働者について年齢と賃

金の関係を表したものである。この一般労

働者とは，厚生省の定義によれば，パート

タイム労働者以外の労働者を示す。そして

パートタイム労働者と一般労働者を区別す

る基準は１日の所定内労働時間あるいは１

週の所定労働日数である。そのため，一般

労働者のなかには，正社員だけではなく，

いわゆる派遣・嘱託といった就業形態の労

働者も含まれる。これらの非正規な雇用者

の活用が賃金引下げにはたらいたと見られ

るが，年齢と共に賃金が上昇している形状

は未だに見られる。45～54歳層で賃金のピ

ークとなり，55歳以上の層では賃金が下落

していく。特に60歳以上から賃金の下落幅

が大きいのは（後述するが），定年後の処遇

の変化に加えて，再就職した雇用者分が反

映されているためと見られる。それでも，

企業が必要とする高年齢雇用者に提示され

た賃金だとすると，上方バイヤスがかかっ

ている可能性もある（65歳定年制を導入し

た場合は，これよりも一層下げられるかもし

れない）。水準としては，55～59歳層は40

～44歳層，60歳以上は30～34歳層に匹敵す

る。

一般に，65歳以上を高齢者とする場合が

多いが，企業内での高齢化の影響を考える

ためにここでは第４図に示された賃金カー
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ブで低下局面にある55歳以上を高年齢労働

者として扱うこととする。55歳という年齢

は，雇用者の平均年齢が40歳である現状か

らみると年長に入り，65歳定年制であれば

最大で10年間働く層である。

ここで，高年齢労働者の動向を整理して

みよう。第５図は全雇用者数と55歳以上の

雇用者割合の推移を５年おきに見たもので

ある。55歳以上の雇用者の比率は，90年の

14.2％から00年に18.3％，04年は20.2％へと

上昇している。

次に賃金について概観してみよう。厚生

労働省「毎月勤労調査」によると雇用者一

人当たりの現金給与総額，（基本給に相当す

る）所定内給与は，どちらも98年から前年

を下回った。もっとも，企業による人件費

の削減は，賃金そのものの引下げよりも，

採用抑制やパートタイム労働者の活用が主

であり，厚生労働省「賃金構造基本統計調

査」によると一般労働者の所定内賃金が前

年を下回るのは02年からであった。

第６図は，次の（3）式を利用し，一般労

働者の所定内給与変化を，①賃金そのもの

の変化分（賃金変化）と，②年齢構成の変

化分（年齢構成変化）に分けたものである。
（注３）

賃金＝Σ（各年齢層の人口構成比率

×各年齢層の賃金）･･･（3）

この図からは，賃金そのものの変化の影

響が大きいようにみえる。その一方，年齢

構成変化は引上げ要因として働いているが

その影響は軽微だ。

しかし，これらの要因を55歳未満の雇用

者と55歳以上の雇用者で分けてみたのが第

７図である。これによると，年齢構成変化

において，55歳未満の雇用者はマイナスで

ある一方，55歳以上の雇用者はプラスとな
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っている。特に00年から04年にかけて，企

業は人件費削減により積極的に取り組んで

いたにもかかわらず，一般労働者の所定内

給与をあまり引き下げられなかった理由の

一つは55歳以上の雇用者が全雇用者に占め

る比率が上昇したことであったとみられる。

（注３）（3）式を以下のように変形する（簡素化の
ため，年齢階層がA，Bの２つしかないとする）。
Wi＝wiA LiA ＋ wiB LiB i = 0,1
（W1－W0）/W0＝（w1

A－w0
A）L1

A / W0

＋（w1
B－w0

B）L1
B / W0

＋（L1
A－L0

A）w0
A / W0

＋（L1
B－L0

B）w0
B / W0

第１項と第２項が賃金変化，第３項と第４項
が年齢構成変化を表す。服部・前田は，年齢構
成変化は高齢化だけではなく，高学歴化の影響
があることを指摘している。

（３） 賃金への高年齢労働者増の影響

今後，正社員とアルバイト，パートタイ

マーなど様々な就業形態の雇用者をいかに

組み合わせて活用するかは，企業経営のカ

ギを握るところだと思われる。しかし，こ

こでは簡素化のため，人件費の中核となっ

ている一般労働者（前述したように派遣・

嘱託の労働者も含まれる）の給与を対象と

して（3）式を用い，高齢化の影響を考えみ

よう。

具体的には，以下のような方法により賃

金への影響を算出した。まず，賃金につい

ては（人手不足により上昇する可能性は高い

が），04年のままとし，年齢構成の変化だ

けを算出している。また，将来の年齢構成

の算出において，一般労働者比率（一般労

働者比率／15歳以上人口）が将来も04年と

同じであると仮定して，将来の各年齢層の

人口に04年の各年齢層の一般労働者比率を

かけて算出した。この一般労働者比率の算

出の基となる04年の各年齢別の一般労働者

数は総務省「労働力調査」「労働力調査特

別調査」，厚生労働省「毎月勤労統計」な

どを参考にした。

その結果，年齢構成変化の高年齢労働者

部分は第８図のようになる。05年から10年

は年率0.15％と小幅な賃金上昇要因とな

り，10年から15年にかけては下落要因とな

る。しかし，一般労働者総数は04年比で10

年は△3.5％，15年は△7.2％の減少となる。

このように10年以降，年齢構成変化にお

ける高年齢労働者部分の寄与分が小さい，

あるいは，マイナスになるのは，団塊世代

とその直後の世代の人口差が大きく影響し

ている。団塊世代のすぐ下の世代は人口が

少ないため，団塊世代が本格的に引退する

と企業内における高年齢者の数が一時的に

減少し，高齢労働者の比率が低下する。そ

のため，賃金上昇圧力が一時的に緩和す

る。

次に，高年齢労働者が増加する場合とし

て，65歳定年制導入（一律に定年を65歳に
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引上げ）を考えてみよう（ちなみに厚生労働

省「雇用管理調査」〈04年〉によると，約８割

の企業が60歳定年制を採用している）。これ

は，50～59歳層の一般労働者比率のみ，04

年のものが持ち越されると想定した。例え

ば，10年の60～64歳層の一般労働者比率は

04年の55～59歳層の一般労働者比率53％が

持ち越される（第９図）。

この結果，年齢構成変化の高年齢労働者

部分は年率0.7％の賃金上昇要因となる。

一般労働者総数は04年比で10年は＋2.9％，

高年齢労働者が一般労働者総数に占める割

合は04年の31.5％から35.9％に上昇する。

結果として，企業が一斉に65歳定年制を

導入した場合は人件費を上昇させる可能性

がある。

また，65歳定年制を導入した場合は，企

業が個々の労働者の雇用・賃金を調整する

機会が失われることになるかもしれない。

賃金カーブ上で，特に60歳を境に賃金が大

幅に低下するのが見られたが，これは60歳

近辺で定年退職をきっかけとした賃金調整

が多くの企業で行われていたからだと見ら

れる。

60歳以上の一般労働者は，①まだ定年を

迎えていない者，②定年後も同じ会社で継

続雇用されている者，③別の会社に再就職

した者で大部分構成される。厚生労働省

「高年齢者就業実態調査結果」（04年）によ

ると，継続雇用について事業所の約６割が

「会社が特に必要と認めた者に限る」とし

ていることから，③だけでなく②の労働者

の大部分も企業から能力などの評価を受け

ているようだ。

厚生労働省「賃金構造基本調査」（05年

版）によると，一般労働者の所定内給与に

ついて，55～59歳層の賃金と60～64歳層の

賃金を比較してみると，60歳になった後も

同じ会社に働き続ける場合（55～59歳層，

60～64歳層のどちらも勤続年数30年以上で比

較）は２割減になる。一方，再就職した場

合（55～59歳層は勤続年数30年以上，60～

64歳層は勤続年数０年で比較）は約４割減

となる。このように賃金の低下は定年をき

っかけとした調整の結果を表していると見

られる。そして，再就職の場合の方が，継

続雇用の場合より賃金の引き下げ幅が大き

い（第
（注４）

２表）。

再就職の賃金が現実の高年齢労働者の労

働生産性を反映したものだとしたら，65歳
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定年制を導入し，一律に雇用者に適用する

場合は，賃金が割高なまま，高年齢雇用者

を雇い続けることになる可能性がある。

高齢者雇用安定法の改正により企業は65

歳までの雇用を確保するよう努力義務が課

され，また企業も高年齢労働者の雇用に前

向きになってきたが，企業は定年年齢の引

上げに対して慎重に対応すると見られる。

企業は，高年齢労働者の雇用確保に関し，

定年で一回退職させ嘱託として再雇用す

る，派遣会社を設立して高齢者を採用する

など，様々な方法で雇用及び賃金見直しを

行うと見られる。定年年齢を引き上げる場

合でも何らかの形で高年齢労働者の雇用・

賃金を調整するシステムを残すだろう。

（注４）継続雇用においても再雇用制度（定年年齢
に達した者をいったん退職させた後再び雇用す
る制度）と勤務延長制度（定年年齢が設定され
たまま，その定年年齢に到達した者を退職させ
ることなく引き続き雇用する制度）では賃金変
化の度合いが異なる。厚生労働省「雇用管理調
査」（03年）によると，定年後の賃金について再
雇用制度採用企業の78.2％が減額と回答してい
たのに対し，勤務延長制度採用企業は54.4％で
あった。そして，減額幅が２割以上の企業の割
合は，再雇用制度採用企業では66.5％である一
方，勤務延長制度採用企業は45.2％である。

本稿では，将来の労働供給と高年齢労働

者の就業について検討を試みた。労働供給

に関して，日本は人口減少局面に入ってい

くが，幸い生産可能年齢人口の減少スピー

ドがしばらくは比較的緩やかであり，団塊

ジュニアなど中堅層に厚みがある。

また，日本の高齢者の就業意欲は高く，

年金の支給開始年齢引上げなど，継続して

働くインセンティブは増している。

そのため，今後10年間は本格的な人口減

少を前提とした雇用のあり方の構築につい

て様々な試みを行う準備期間ととらえるこ

とができるのではないだろうか。高年齢労

働者の活用や若年労働者の減少が今後さら

に終身雇用，年功賃金といった日本型の雇

用制度の変革を促すだろう。

また，雇用制度だけでなく，就業形態，

業務体系，人材配置など様々な面から高年

齢労働者の経験などが発揮され，労働生産

性が少なくとも維持される方法が検討され

なければならないだろう。

＜参考文献＞
・服部良太・前田栄治（2000）「日本の雇用システム
について」日本銀行調査月報2000年１月号

・清家篤・山田篤裕（2004）「高齢者就業の経済学」
日本経済新聞社

・労働省（2000）「労働白書（平成12年版）」日本労
働研究機構

（研究員　田口さつき・たぐちさつき）

農林金融2005・11
38 - 638

おわりに




